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産業財産権データベース調査結果報告

アジア特許情報研究会では2015年度より毎年ASEAN6か国の知財庁データベースを調査して報告しています。
2021年度は赤枠を記した「ASEAN産業財産権データベースから得られる特許および実用新案の統計情報」報告書
を更新しました。今日はこの報告書について紹介します。

報告書 報告書URL

インドネシア https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/idn/ip/pdf/search_ip_communique2018.pdf

フィリピン https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/ph/ip/pdf/search_ip_communique2018.pdf

ベトナム https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/asean/ip/pdf/report_202103_vn.pdf

タイ https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/th/ip/pdf/search_ip_communique2017.pdf

マレーシア https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/asean/ip/pdf/report_202003_my.pdf

シンガポール https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/sg/ip/pdf/search_ip_communique2017.pdf

各国横断検索 https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/asean/ip/pdf/report_202003_asean2.pdf

各国統計情報 https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/asean/ip/pdf/report_202203_asean.pdf
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※ インドネシア国のデータベースは、上表で記した「インドネシア知的財産総局が提供する産業財産権データベースの調査」
報告後にリニューアルされています。
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報告した統計情報

アジア特許情報研究会では2018年度より、各国データベースを情報源とした統計情報を報告しています。2021年
度も情報をアップデートしました。2020年度の報告数字にはCOVID-19が色濃く影響していましたが、ASEAN各国
とも徐々に以前のレベルに戻りつつあるようです。

この報告書では各国の特許・実用新案（小特許）の文献別に、

1.産業財産権の権利化期間
1.1.出願日から公開日までの期間
1.2.出願日から登録日までの期間
2.産業財産権の出願件数上位リスト
3.登録率

を報告しています。
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産業財産権の権利化期間



出願日から公開日までの期間：特許

出願から公開までの間
では形式審査が行わ
れるだけで、我々の常
識ではさほどのバラツキ
もなく公開されるはず。

ところがASEAN諸国の
データを並べてみると、
一筋縄では語れない
状態です。国ごとにこれ
だけの傾向の違いがあ
ります。

赤の折れ線が各年の
平均経過年です。
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バラツキをバブルでお見
せします。



出願日から登録日までの期間：特許

続いて出願から登録までの経過期間
です。2021年に登録された案件の経
過期間は、インドネシアとシンガポール
が平均4年台と、割合短期間で権利
が得られる国です。この2年ほどSGの
審査期間が延長気味なのはコロナ禍
の影響を受けている可能性も考えられ
ます。

審査期間短縮やバックログ解消を狙っ
て審査官を大幅増員しているタイでは
期間短縮傾向が見えます。「下げ止ま
り」に見えてしまうのは、これもコロナの
影響でしょうか？平均期間は短縮され
ましたが、バブルの分布の広がりを見る
と、バックログはまだまだ残っている様子
です。ただ異常に長期のバブルは徐々
に小さくなってきているようにも・・・。
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出願日から公開日までの期間：実用新案

次は実用新案です。シ
ンガポールには実用新
案制度がありません。

出願から公開までの期
間が特許法で規定さ
れていないタイでは、実
用新案も公開までに2
年以上かかっています。
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タイでは実用新案も特
許同様にバラツキが大
きいことがわかります。



出願日から登録日までの期間：実用新案

続いて出願から登録までの経過期間
です。マレーシアでは実用新案も特許
と同程度の審査期間が必要になるよう
です。

特許権を得るのに長期間を必要とする
タイでも、実用新案権は短期間で取
得できるようです。日本企業による同
国への実用新案出願は非常に少ない
レベルですが、権利の強さより審査期
間を重視する場合には実用新案もお
勧めかもしれません。
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分析した集合

今日の知財動向報告会では、すべてのデータを詳細にお見せすることはできませんが、全
案件をひとつのグラフで表すだけではなく、出願人国籍・出願ルート・技術分野の様々な
「軸」で分類した集合単位でも経過期間を可視化しました。

※ 技術分野
各国知財庁システムの書誌表示画面にて表示されるIPC情報を使用し、「電気工
学」・「機器」・「化学」・「機械工学」・「その他」の第1階層5分野に分類した。分類
方法はWIPOが規定した「IPC and Technology Concordance Table」に従っ
たものである。

分類軸
全案件
出願人国籍
・発行国
・発行国以外
出願ルート
・PCT
・パリルート
・Local
技術分野
・電気工学
・機器
・化学
・・有機・バイオ・医薬
・・無機材料
・・化学工学
・機械工学
・その他
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ASEAN故のExcuse

経過期間を分析した集合がJPやEP特許だったら、私も胸を張って報告内容をプレゼンテーションできるのですが、何し
ろ相手はASEAN諸国です。分析結果数字に、色々と怪しげなところも目立ちます。

ASEAN知財情報の現状のご紹介を兼ねて、経過期間分析に影響を与えているいくつかの要因を説明します。
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ASEAN現状：データベースリニューアル@ID

一般にデータベースや検索エンジンがリニューアルされると、高機能化・高性能化されて我々が恩恵を受けることが普
通なのですが・・・。

インドネシアのデータベースが2021年1月にリニューアルし、この際のデータ移行時に、以前のDBでは2008/05/28で
あった出願日が2017-06-22に変わりました。右図が過去にWIPOに提供された出願日情報を収録した
PATENTSCOPEレコード。左がリニューアルしたID知財庁DBのレコードです。大量の案件が、このように「出願日変
更」されて、昨年度の報告書では平均11.9年であった2018年公開案件の公開経過期間が7.5年に短縮されまし
た。データ移行を間違えたのか、正しい情報に修正されたのかは不明です・・・。
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ASEAN現状：PCT関連情報@ID

下のマップはPCTからインドネシアに国内移行した案件集合の、出願～公開までの経過期間を表したもの。2020年
に公開された「PCT案件」の件数は3件、2021年は0件です。インドネシアが特許協力条約を脱退したわけではあり
ません。従来から同国のDBではPCT関連情報が表示されませんでした。しかしご本家のWIPO PATENTSCOPEに
はID特許にPCT情報が正しく紐づけされて、PCT国内移行案件であることを識別することが可能でした。しかし2019
年秋ごろよりIDからPATENTSCOPEへのデータ提供が途絶えてしまい、どの案件がPCT国内移行案件なのかを知る
方法がなくなってしまいました。

同国のDBでは請求項・詳細な説明は表示されません。DBから取得できる公報PDFファイルもフロントページだけに限
られており、文献の内容をできる限り知るためには、「PCT親情報」が非常に重要な情報です。今やインドネシア特許
は原文の発明の名称と要約から、内容を推し量ることしかできません。
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ASEAN現状：PCT国内移行案件の出願日

右はASEAN各国に
PCT国内移行案件
について、出願から
公開までの期間分
布を示したグラフです。

ベトナムでは最頻値
バブルは「～6か月」
に位置します。一方
シンガポールでは「～
24か月」です。

PCT出願日を、「出
願日」のフィールドに
入れている国や、国
内フェーズでの何かの
日付を「出願日」とし
ている国が混在して
いるようです。
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ASEAN現状：技術分野＠ID実用新案

この報告書では、各案件の技術分野別に経過期間を集計して報告しました。この技術分野は、前記のとおり各案件
に付与されたIPCコードを使用して、所定のリストによりコンコーダンスしたものです。ASEAN案件に付与されたIPCに
は、色々な問題があるため、技術分野別の経過期間集計には、これを原因とするノイズが含まれています。いくつかの
実例をご紹介します。

左のグラフはインドネシア特許案件の件数を出願年別に棒グラフで表したもの。バーの色分けは、各案件に付与された
IPCの個数を表しています。右は同じくIDの実用新案件数の棒グラフです。2019年の途中から、実用新案にはIPC
が付与されなくなってしまいました。同国の実用新案は平均すると出願後半年程度で公開されます。よって近年に公
開された実用新案の技術分野別の集計からは、多くの案件が除外されていることになります。
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ASEAN現状：技術分野＠SG

このような例もあります。左のグラフはシンガポールで2002年以降に出願された全件について、IPC付与個数を色分け
したもの。概略1/4程度の新しめの案件には、IPCが付与されていません。
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右のグラフは、同じ2002年以降に出願さ
れ、登録公報が発行されるに至った案件だけを母集団としてIPC付与個数をグラフ化したもの。シンガポールでは審査
が進むにつれてIPCが付与され、登録まで至った案件には全件にIPCが付与されるという流れのようです。

これは、出願から公開までの期間の分布を技術分野単位で表したグラフには、IPCが付与されていない案件群が欠
落していることを意味しています。



ASEAN現状：技術分野＠MY

同様の現象がマレーシアでも確認されます。しかし同国では、登録まで辿り着いてもIPCが付与されていない案件が多
数残っています。正確には、登録公報上ではIPCが付与されていても、情報を公開しているデータベースに正しく反映
されていないだけという可能性もありますが・・・。
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産業財産権の出願件数上位リスト



産業財産権の出願件数上位リスト

お見せしているサンプルは各国で2020年に出願された特許案件を出願人別に集計した一覧表です。出願から公開
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(公報発行)されるま
で長期間を要する
ASEANでは2020
年出願案件はまだま
だ出揃っていません。

このため報告書内で
は2018～2020年
それぞれのランキング
を掲載しました。



産業財産権の出願件数上位リスト

日本国籍出願人だけを集計するとこのように。ただし情報源は少々怪しげなASEAN知財庁収録データです。たとえ
本田技研出願案件であっても、国籍が「JP」と正しく収録されていないと、前ページの全件対象の集計値と差異が出
ます。また世界各国に関連会社を展開するグローバル企業の場合は、日本企業グループであっても、JP以外の国籍と
して集計されることもあります。
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産業財産権の出願件数上位リスト

お見せしたのは特許出願数のランキングですが、JETROサイトにアップされた報告書では、

文献種別 特許・実用新案(小特許)
出願年 2018～2020年の各年
分類軸 全案件

日本出願人
技術分野：電気工学
技術分野：機器
技術分野：化学
技術分野：機械工学
技術分野：その他
外国籍第一国出願

のように様々な角度からの集計を実施しました。
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登録率



登録率：国ごとの傾向

各国の特許・実用新案の登録率を右のようにグラフ化しました。横
軸が出願年、棒グラフが各年の出願件数であり左縦軸に投影し
ています。出願年ごとに登録に辿り着いた案件の比率を折れ線グ
ラフで表し、右縦軸に投影しました。

出願から登録までの審査期間が長く、かつバラツキの大きい国々
ですので、各年の案件の審査完了は、折れ線の形状から推測す
るしかなさそうです。

フィリピンでは2002～2010年頃の案件の登録率が非常に高く
なっていますが、棒グラフの高さが高い(出願件数の大きい)年の登
録率が低いことから、登録に至らなかった案件の収録の漏れも考
えられます。2011年以降の60%弱程度の値が実際の登録率で
はないかと、個人的に推測しています。

マレーシア特許
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登録率：日本国籍出願人案件

どの国でも日本国籍出願人から出願された案件は、全体よりも登録率が高めの傾向です。各国について、左側に全
案件を母集団とするグラフ、右側に日本国籍出願人案件だけを母集団としたグラフを並べてみました。
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今日の資料では特許
案件についてのみご紹
介しましたが、JETROサ
イトにアップされた報告
書では実用新案につい
ても同様の分析結果を
載せています。参照くだ
さい。



補足



あと少しで数年前のレベルに
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この２年ほど、各国知財庁DBへの著しい収録遅延、あるいはWIPO PATENTSCOPEへのデータ提供停止と、特
許情報管理業務の停滞が目立ちます。半年ほど遅れていたIP VietnamのDB収録が、この5月になって一気に追い
ついたのは、COVID-19が最大の要因なのかもしれません。あと少しで数年前のレベルに戻ることを期待しています。

提供元: JHU CSSE COVID-19 Data
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ご清聴ありがとうございました


